




















⑴ 第一審判決は，判タ 1310 号 169 頁以下，判時 2055 号 123 頁以下，消費者法ニュー




れている（平成 23 年 12 月５日付）。




て法 10 条の適用を認めており，法 10 条の判断につき一事例を加えたものとい
える。以上の理由から，本稿では，実定法上の要件及び差止請求権について規




















ける不当条項』（新日本法規，2011 年）336 頁∼ 341 頁，笹本幸祐「早期完済違約金
条項の消費者契約法 10 条該当性」法セミ 656 号 137頁（2009 年），渡邉雅之「消費
者契約法 10 条に関する近時の重要判例の分析」NBL918 号 55 頁∼ 57頁（2009 年）
等がある。
⑷ 加納克利ほか「集団的消費者被害救済制度の検討状況について」NBL963 号 50 頁
（2011 年），伊藤眞・加納克利「インタビュー 集団的消費者被害救済と新たな訴訟













あるとして，まず，Xは Yに対し，平成 19 年 12 月 28 日，同月 27日付の「お
問い合わせ」と題する書面（以下「本件お問い合わせ」という。）で，以下の質
















































をした日は平成 20 年３月 27日であり，本件事前請求書は同日到達したものと
みなされる。





































いと解するのが相当である（最高裁平成 15 年７月 18 日第二小法廷判決・民集














































































































⑺ 消費者庁企画課・前掲注⑸ 436 頁。
⑻ 松本恒雄・上原敏夫『Q＆ A消費者団体訴訟制度』（三省堂，2007年）68 頁。
⑼ 消費者庁企画課・前掲注⑸ 343 頁。



























改定版契約書を開示するよう依頼書を平成 23 年２月 14 日付で送ったものの，回答
期限平成 23 年３月 25 日が到来しても回答がなかった。そこで，平成 23 年７月 21
日付で事前請求書（法 41 条書面）により，再度改定版契約書の開示を求めたところ，
平成 23 年７月 22 日付で，相手より現在使用中の契約書が送られてきたというケー
スもある。あいち消費者被害防止ネットワーク「事業者に対する是正申入活動」参
照。
⒀ 本事例は，平成 20 年４月８日に京都地裁に提訴され，平成 21 年４月 23 日に判決
が下されており，判決が下されるまでに約１年かかっている。その後控訴されたが，
平成 21 年 10 月 23 日に判決が出されており，さらに，上告不受理となったのが平成





































⒄ 上原敏夫「消費者団体訴訟制度（改正消費者契約法）の概要と論点」自正 57 巻 12






























⒅ 京都地判平成 21 年９月 30 日判タ 1319 号 262 頁以下。
⒆ 大髙友一「消費者団体訴訟制度における法律実務家の役割とその留意点」ジュリ








































 消費者庁企画課・前掲注⑸ 435 頁。



































































































































者法ニュース 80 号 161 頁（2009 年）。
$ 法 10 条の前段要件である任意規定との比較につき，山本敬三「消費者契約立法と



































して，山本敬三「消費者契約法の意義と民法の課題」民商法 123巻 4・5 号 543 頁（2001
年）。
& 大髙・前掲注⒆ 94 頁注 24。


































( 三木・前掲注' 25 頁［山本豊発言］。










































































. 三木浩一「訴訟法の観点から見た消費者団体訴訟制度」ジュリ 1320 号 70 頁（2006
年）。










体訴訟制度の論点」現代消費者法１号 22 頁以下（2008 年），野々山宏「消費者団体
訴訟制度の創設―改正消費者契約法の論点と課題」法教 312 号 98 頁以下（2006
年）），中間的利益説（鹿野菜穂子「消費者団体訴訟の立法的課題―団体訴権の内容
を中心に」NBL790 号 59 頁（2004 年））や拡散的利益説（三木・前掲注. 61 頁）と
いった説も見られる。
1 三木・前掲注. 63 頁，上原・前掲注⒄ 67頁，野々山・前掲注⒇ 17頁など。
2 大村敦志「実体法から見た消費者団体訴訟制度」ジュリ 1320 号 52 頁（2006 年）。
